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1.二 十世紀 資本 主義革命
昭和31年11月に開かれた経済同友会の第9回 全国大会は 「経営者の社会的
責任の自覚 と実践」'とい う決議を行なって,わ が国の財界に新鮮な空気を送
りこんだ。その決議は次のようにいっている。
「しか らば この際,わ れわれは何をなすべきであろ うか。結論か らいえば,
最も重要なことは経営者の社会的責任の自覚 と実践であると信ずる。そ もそ
も企業は,今 日においては単純素朴な私有の域を脱 して,社 会諸制度の有力
な一環をなし,そ の経営 もただ資本の提供者か ら委 ね られ て い るのみでな
く,それを含めた全社会か ら信託 され るものとなっている。 と同時に個別企
業の利益が,そ のまま社会のそれ と調和 した時代は過ぎ,現 在においては,
経営者が進んでその調節に努力 しなければ,国 民経済の繁栄は もちろんのこ
と,企 業発展をはかることはできな くなるに至 っている。換言すれば,現 代
の経営者は論理的に も実際的に も単に自己の企業の利益のみを追 うことは許
されず,経 済,社 会 との調和において生産諸要素を最 も有効に結合 し,定 価
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かつ良質な商品を生産 し,サ ービスを提供す るとい う立場に立たな くてはな
らない。 このような形の企業経営 こそ,ま さに近代的 とい うに値するもので
あ り,経営者の社会的責任 とはこれを遂行することに外な らぬ。」
この決議文は,数 年を経過 した今 日とはいえ,経 営者がわが国の経済の永
続的な繁栄をはかるためには,一 方では経済社会の体質改造を行な う指導的
立場,即 ち新資本主義の リーダーとしての役割を果たす と同時に,他 方では
企業経営の近代化を促進す ることが最大の任務であるとして具体的方策を提
案 した もので,そ の後数年間これが実践のため経営者相互の研磨を行なって
きたのである。また極めて最近 日本経営者団体連盟がわが国経営者の進むべ
き経営理念の確立について,わ が国主要企業の副社長級の 日経連における指
くり
導的位置にある トップ ・マネジメソト20名をもって 「経営理念研究会」を組
織 し,経 営理念の確立を計 り資本主義のいわゆる転型期にある我国財界の リ
ーダーにその指針を与えようとしているのである。
そ こでわれわれは近代経営社会における経営者を動かす力は何であるかに
検討を加えてみる必要がある。
しか らば経営者を動かす力は何か。資本主義の中期に至るまでは経営者を
動かす力は資本であった。現在で も法律的には株式会社の取締役の選任権は
株主にあることか ら,形式的には資本であ り資本家であるといえる。しか し
なが らこの事態は株式会社の巨大化 と新 しき資本主義の方向のもとに,い わ
ゆる 「資本 と経営の分離」 とい う言葉で代置され るに至 り,経営者に対する
資本の力が著 しく減退するに至 った ことは周知の通 りである。 この点につい
(2)
て 『二十 世紀 資本主義革命』 の著 者A・A・ バ ー リ教 授 は その著 の中に 次の
如 くのべている。
「1953年の11月に ナシ ョナル ・シテ ィ・バ ソクの経済専 門家たちは,資 本
(1)経 済 同友 会 並 び に 日経連 の上 記 二 委 員 会 に は筆 者 も委 員 と して そ の討 議 に 参 画
し て い る。
(2)AdolfA.Berle,The20thCentur■CapitaliStRevelutiort,NewYork,1954.
(桜井 信 行 訳 「二 十 世 紀 資 本 主 義 革 命 』 東 洋 経 済 新 報 社 刊,1956年),pp.28～30.
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の使用 と源泉についてのす ぐれ た簡潔な研究 を行 な った。 かれ らの
計算に よれば8年 間(1946年か ら1953年までを含む アメ リカ戦後 の経 済復興
期)に 全体で1500億弗が合衆国において資本 的支出 として,す なわ ち,工 場
や設備 を近 代化 し拡 張す る もの として費 され た。 この巨額 の資本 の
源泉,す なわ ち1500億弗 の64%は 「内 部 の 源 泉」(internalsources),すな
わ ち企業が蓄積 し,配 当 として分 配 して しまわ なか ったそ の収入か らきて い
る。 この数字(約960億 弗)の 中には(1)留保 された利 益お よび(2)減価償却や
消耗や過 去の負債 の償還 のために とってあ る積立金 を含んでいた。留保 され
た利益 はい うまで もな く,ず っと群を抜 いて最大の割 合を 占めていた。残 り
の510億弗す なわ ち全体 の36%の うちで2分 の1は 短期借入金 に よって集め
られ てお り,そ れは主 として銀行信用に よって(直 接に あるいは間接 に)代
表 され ていた。 これは約255億弗 となってい る。
180億弗,す なわ ち全体 の12%は社債 あ るいは手形の発行 に よって集 め ら
れ た。1500億 弗の全体 の うち6%す なわ ち90億弗は株式 の発行に
よって集 め られた。 ここで,そ して ここでのみ,わ れわれ は,古 典派 の経済
理 論に よって非常に期待 され た 「危険資本」(riskcapita1)の投 資に接近 し
は じめる。 ここに おいて さえ も,相 当の額が,状 況の許す 限 り 「危険」 を取
り除かれ ていた。す なわ ち,正 確 な数字はないが,明 らか に90億弗の大部分
は優先株で あった。おそ らく総額 の うちの50億弗以下 が普通株 であ った。 …
このナ シ ・ナル ・シテ ィ ・バ ンクの調査結果 こそ,二 十 世紀 資本主義 の代
表的現実形式 であ るとい うことには,こ こで吟味 され る必要 のない よ うな,
しっか りした証 拠が ある。資本がそ こにあ る。 したが って資本主義 もあ る。
衰 えつつあ る要 素は資本家であ る。資本家 は,ど うい うわ けか,舞 台か らお
おか た消えて しまった。そ して,か れ と一緒にかれ の市場 審判 とい う統制 力
の多 くが 消えて しまった。かれは死滅 してはいない。 とい うのは,お お よそ
1年に10億弗(全 貯蓄の約5%o)は かれに よって 投 資 され ている。 しか し,
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かれは もはや決定的な勢力ではない。かれの地位には,会 社の,主 として大
会社の,取 締役会が立 っている。そ してその人 々が,利 益を留保 した り,そ
の特定 の営業の状態に よって示 された線に沿 って,そ の事業の拡張に,そ の
留保利益を危険資本 として投下 した りする。そ こか ら市場の世論を選ぶべき
全経済界を背後にもった市場の世論がではな くて,か れ ら自身の関心の範囲
内においてどの方面に最大の好機があるかに関する会社経営者の指導的意見
が,今 では主 として,危 険資本の使用を決定するのである。主要な会社はた
● ● ● ■ ● ■ ●
いていの場合資本を求めない。かれは 自ら資本を形成す る。」 このバーリ教
● ● ● ■ ● ● ●o●o■ ● ●o● ● ・ ● ■ ■ ■ ● ●o●
授の所論は,教 授のい う 「資本主義革命」を方 向づけ る もの であると同時
に,そ の 「革命」のなかで主役を演 じる経営者の役割をしめす ものであると
いえる。
しか らぽ経営者は資本の支配か ら解放されて,経 済的独裁者 としてふるま
ってよいか。この点についてバーリ教授は前述の著書の中で さらに,「 王の
「
くユ　
良心 と会社 の良心」 とい う一章を も うけて 「ハ ロー」訴願("Haro"Cry)の例
を あげて 「意志が支配 し,法 が支配権 を もたない ところには,王 はい ない。」
● ● ● ■ ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ● ●oo■o■ ■ ● ● ● ■ ■
この法則 は ノル マ ソ公に対 す ると同様 に近 代株式 会社に対 して も妥当す る と
結 論を下 して いる。
さて ここに教 授のい う 「ハ ロー」 訴願("Haro"Cry)とは,長 い間 ノル
マ ソ法において知 られ ていた もので,そ れは封建的権力 の良心 に訴 え る公認
の手段で あ った 。 ウィ リア ムの先祖で,古 代 ス カ ンジ ナ ヴ ィア人の ロロ公
(DukeRollo)は政 治家的性格を十 分にそ なえていたので,正 義 は権 力に伴
わ な け れば な らない と考 え,ノ ル マ ソデ ィの 各 地 へ 自分 で でか けて い っ
て,隣 人 とか封建 官吏 とか公 自身か らさえ も,不 当に苦 しめ られ てい る人は
すべて 「・・一 ・ロロー」(Ha!Rollo!)と叫 ぶ べ き であ り,そ うす る と公は
必ず そ の言い分を聞 き,そ れ を神 と良心 の法 に従 って裁決す るで あろ うと指
(1)前掲 書,PP・49-98・
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示 した。いわゆるイギ リスの衡平法(BritishLaWofEquity)の起源 とな
った ものである。r
ノルマソの百姓が公の前に立ちはだかって 「ハ ロー」 と叫ぶ ことを許 した
その同 じ勢力が,近 代株式会社の前にあ らわれたのである。その結果バーリ
教授がのべる如 く,法が支配権を もたない近代経営者は,当 然の結果 として
「経済的独裁者」 の地位をすてさせ られて,「 あ りとあ らゆ る人々にたい し
て責任をもつ者 としての活動を迫 られているのである。」 このこと自身が経
済同友会の決議のように,近 代経営者の社会的責任が云 々され 日経連が近代
経営者が もつ 「経営理念」の確立の必要性を生 じた所以で もある。しか らば
近代経済社会において,法 以外に経営者を動かす力がないか といえぽ 「然 ら.
ず」。そ こには大別すると三つの大きな勢力があるといえ よう。この三つの
勢力が間接的直接的に経営者の地位に絶対的影響力を与えているのである。
それは,第 一は経済問題において政府の役割が著 しく増大 し,第 二に組織
労働者の新 しい力 と勢力がみ られ,第 三に購買者,す なわち消費の力がたか
まった ことである。特に第三の消費者 こそ経営者の前に立ちはだかって 「ハ
ロー」 と叫ぶ絶大な力を もつ勢力であ り,経営者を動かす最大の力 ともいえ
よう。従 って新 しき資本主義の社会を消費者主権の社会ともい う所以もここ
にある。従 って本稿においては近代経営者と消費者 との関係をのぺ,将 来に
おける経営者の社会的責任について論ず ることとす る。
2.消 費者主権 の経済に関す る学説
「消費者 主権 の経済」 に対す る理論的 うらづ けを行 った学者にW.W.ロ
ス トウ教 授 とJ.K.ガ ル ブ レイス教授 とい う二 人の アメ リカの経済学者 がい
る。次に この二人 の学説を紹介 しよ う。
〈イ)ロ ス トウ教授 の高度大衆消費時代
まずW.W.ロ ス トウ教授 で あるが,ア メ リカの 有名 な 大学 であ るM
I.T.(MassachusettsInstituteofTechnology)の経済史の教授 で,そ の著
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『経済成長の諸段階』のなかで経済成長の最終段階として消費者主権の経済
(1)
社会の到来を述べている。 しかもその副題に 『一つの非共産主義宣言』 とう
たってマル クスの唯物史観に よる資本主義の必然的崩壊論に対 しするどい批
判を与え,資 本主義の発展は高度大衆消費時代に導き,資 本主義は無限の発
展を続けることを予言している。教授は社会の発展的段階をつぎの五段階に
(2)
分 けた。即 ち
1.伝 統的社会(thetraditionalsociety)
2.離 陸 のための先行 条件期(thepreconditionsfortake-off)
3.離 陸(thetake-off)
4.成 熟へ の前進(thedrivetomaturity)
5.高 度大衆 消費時代(theageofhighmassconsumption)
第1の 伝 統的社会 とは近代科学以前 の技術 に よっていた時代,ロ ス トウ教
授の言葉 を以てすれば ニユ 。ートソ以前 の時 代 で 近 代科 学 が 開発 した生産技術
か らの恩恵を まだ うけていなか った。それ で生産 もふえ耕地 も広が ったけれ
ども,人 ロー人当た りの生産量 は頭 打ちの状態で あった。成長の第2段 階に
は,覚 醒期す なわ ち離 陸のための先行条件が発展 させ られ る時期にあ る社会
が これで ある。その時期には伝統的社会が変形 し,そ れに よって社会が近代
科学の成 長を生産や生活に と りいれ るに必要 な社会的脱皮を徐 々に行な った
時代であ って,西 ヨ・一一nッパでは17世紀 の末 か ら18世紀の初めにか けての期
間が これにあた る。最 も早 くこの時代に入 ったのは イギ リスであ った。
第3段 階は離陸期(thetake-off)であ る。 「離陸期 とは着実 な成 長に対
す る古 い妨害物や抵抗が最終的に克服 され た期間で ある。」 この期間に新 し
い産業が急速 に伸 び,利 益を生み,そ の大部 分が再投 資 され,そ れが さ らに
新 たな工業労 働力の需要 を呼 び起 し,新 たに企業者entrepreneursとい うも
ωW.W.Rostow,TheStagesofEconomicGroωth:ANon-CommundStManifesto,
London,1960・(木村 健 康 外 共 訳 『経 済成 長 の 諸 段 階 」 ダ イ ヤモ ン ド社 刊,1961
年).
(2)同 上 訳 書,pp・7～23・
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のが出現 した。18世紀初期のイギ リス,ア メリカ,フ ラソス,19世紀第三四
半期の ドイツ,同 じく第四四半期の 日本が これに当たる。
次に 「成熟昏の前進」(thedrivetomaturity)の期間で,い わゆる開化
期 ともい うべき期間であって,教 授によれば この期間を次の 如 く説明してい
る。
「離陸の後に波動的なが ら持続的な長い進歩の期間がつづ く。 この時期に
は,今 や常時成長する経済が,近 代的技術を経済活動の全戦線にわたって押
しひろめてい く。国民所得の10ないし20%が着実に投資され,産 出高は常に
人口の増加を上廻わるよ うになる。技術が改良され,新 しい産業が加速度を
増 し,古 い産業が脱落 しは じめるにつれて経済的構成は絶えず変化する。」
そ して工業は単純な石炭,鉄 鋼,鉄 道車輌か ら工作機械,化 学工業,電 気装
置のような複雑な製品に重点が移 った。イギ リス,アメリカ,ドイツ,フラン
スはだいたい19世紀末期までに この転換を遂げた。 この成熟期は,経 済 とい
うものは,これが生産 しようとして選んだ ものでな くても,技術的,企業的に
きわめて巧みに生産することを立証 した。 「歴史的にみれば,社 会を離陸の
開始か ら成熟期へ と動か してい くためには60年前後を要 した ようである。」
そ こで次の期間はわれわれのい う 「消費者主権の経済社会」,ロ ス トウ教
授のい う 「高度大衆消費時代」に入るのである。教授はい う 「20世紀に社会
が成熟期に到達 した とき二つの ことが起 った。一つは1人 当た り実質所得が
上昇 して多数の人 々が基礎的な衣食住を超える消費を自由に行なえるよ うに
なった ことであ り,一つは労働力構造が変化 し,単 に全人 口中に占める都市
人 口の比率が増加 しただけでな く,事務労働者や熟練工場労働者一 成熟 し
た経済が産みだ した消費財を意識 し,そ れを獲得 したいとねが う一 の比率
が増加 したことである。
この結果消費者主権の経済が実現 し,多 くの資源が耐久消費財の生産 と大
● ● ■ ● ● ■ ● ● ● ● ● ●
規模なサービスの普及 とにふ り向けられるよ うになった。例えぽ ミシソ,自
転車,種 々な家庭用電気器具が次第に普及 した。 しか しなが ら,歴 史的にみ
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れ ば,そ の決定的要因は安い大衆自動車 とそれが社会の生活および期待に与
えた一 社会的であると同時に経済的な一 決定的影響であった。
アメ リカ合衆国についてみれば,お そ らくその転換点はヘ ソリー ・フ ォー
ドが組立工程に流れ作業を導入 した1913-14年であった。 しか しこの成長段
階がその論理的帰結にまで事実上追いつめ られたのは,1920年代 とさらに戦
後 の1946-56年にわたる10年間であった。1950年代には西ヨーロッパお よび
旧本 も完全に この局面に入 ったようにみえるが,こ れはそれ らの経済の中に
あ る。戦争直後には全 く予期 されなかった一つのはずみに負 うところが大き
い。 ソ連は,技 術的にはいつでもこの段階に入 りうる用意ができてお り,あ
らゆる徴候か らみて市民はそれに飢えているよ うである。しか しこの段階が
は じまると,共 産主義指導者たちは新 しい事態に適合す るための困難な政治
的 お よび社会的問題に直面することになるのである。」然 らぽアメリカの場
くユ　
合は ど うか。教授は5の 局面に分 けて説 明 してい るが,特 に アメ リカの1920
年 代以後は,30年の大恐慌 で中断 され は したが,自 動車の大衆化 を先頭 とす
る大量 消費 の典型 であ る。す なわ ち1899年か ら1937年の間に,自 動車は180
倍,巻 たば こ ・石油 ・牛乳 ・甜菜糖は10倍強,セ メ ン ト・果実野菜か んづ め
は10倍弱の生産量の拡大を遂げた。そ して,都 市人 口は新 し く開け た郊外の
単純世帯 家屋に広範 な移動 が行なわれ,こ れ らの住居にそれぞれ耐久 消費 財
が備 え られ,家 事 雇用者は姿を消 した。
か くて1948年には,ア メリヵの家庭の54%が自家用車を持 っていたが,10
年 後に は73%とな った 。1949年には,電 気 を導入 して いる家屋の69%が電気
冷 蔵庫を持 っていたが,10年後には96%にな った。 またそ の 他 の 電 気 器 具
一 た とえば 真空掃除機 ・電 気洗濯機一 につ い て の 数 字 も同様で あ る。
ユ956年までに テ レビジ ョソは この種 の家屋 の86%に備 え られ た。
ここに 完全 な 消費者主権 経済社会が アメ リカ に おいて 実現 し,つ いで西
欧,日 本等民主主義国家に波及 しよ うとしてい ると教授は のべ てい る。
(1)前掲訳書,PP・101～109・
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くロ)ガ ル ブ レイス教 授 の新学説
次に ガル ブ レイス教 授(JohnKennethGalbraith)の学説 を紹 介 しよ う。
教 授 は現在 ハ ーヴ ァー ド大学の経済学部 の教授で,ア メ リカの進歩派 の経済
学 者 として有 名で ある。教 授は この消費者主権 の経済社会を二 つ の新 しい理
(1)
論 を もって説 明 しよ うとしてい る。一つはCountervailingPower(藤瀬五郎
氏は 「平衡力」 と訳 し,鈴 木哲太郎 氏は 「拮抗力」 と訳 して い るが,本 書で
'は前者を とる ことにす る)の 理論 であ り,今 一つはDependenceEffect(依
存 効果)の 理論 であ る。
く　ラ くの
前者は彼の著 『アメリカの資本主義』の中に,後 者は 『ゆたかな社会』の
中にその理論が展開 されているのである。
(i)平 衡力の理論 さて教授のい う 「平衡力の理論」 とはどうい うこと
・か といえぽ,高 度の資本主義は,社 会的な諸勢力の均衡によって保たれ るも
ので,売 手 と買手,す なわち大生産者があれば一一方には大配給業者が独立 し
ている。大企業があれぽ必ず大労働組合が成立 している。而してこれ らのも
の がチ ニック ・ア ソド・ノミラソスの原則に基いて経済を均 衡 的 に発 展 させ
る。すなわち現代の資本主義ではだれ もが号令をかけた り,統制を加えるこ
とはできない。しか しなが ら社会的諸勢力のノミラソスに よって,そ こに調整
が 自ずか らおこなわれ るようにできているとい うのである。教授は この平衡
くの
力 の理論を もって消費者主権の経済社会を次の如 く説明してい る。
「社会的能率を論ず る場合に,技 術的進歩 とい うことを見落 したの と同じ
よ うに,巨 大会社が大きな力を持ちなが ら,それが実際にはあまり働いてい
(1)Countervailは相 殺 す る,補 う,平均 させ る等 の意 で,教 授 は 競 争(ComPetition)
と同 じ よ うに便 利 な言 葉 を 作 りだ そ うと して,Coun七ervailenceとい う言 葉 を選
ん だ とい っ て い る。
t(2)∠4η8物απCaPitalism:TheConcePtofCounteraailingPotoer,Boston,1951。(藤
瀬 五 郎 訳 『ア メ リカの 資 本 主 義 』 時事 通 信 社刊,1955鉦).
く3)The4佛 π8π'Societ),,Boston,1958.(鈴木 哲 太 郎 訳 「ゆ た か な 社 会 』 岩 波 書 店
刊,1960年)
'(4)前掲 書 『ア メ リカの 資 本 主 義 』pp・142～172・
一84一 商 学 討 究 第13巻第3号
ないとい う一つの矛盾は,基 礎 となる経済理論に,重 大な見落しがあること
か ら始 まる。競争社会においては,一 即ち一人一人はその市場の極めて小
部分 しか持 っていないところの多数の売手の存在す る市場では一 個人的経
済力の行使は市場において同じ側に立つ他の会社によって抑制 される。買手
が売手に うまい汁を吸われないのは,買 手が不満を訴えるか らでな く,売手
の側で売 るために競争す るか らである。」 と旧来の理論は片づけていた。即
ち 「いかなる場合に も,社 会的に好 ましい行為の動機は競争相手によって提
起 され る。か くして,経 済学者は経済の自動調節作用を市場の同一の側にお
いて,即 ち競争の中に探 し求めていたのである。経済学者は もっぱ ら競争に
のみ,こ れを求めた し,公式の理論もまたそ うである。」 ところが教授は こ
れは大 きな間違いで,事 実は私的な力を抑制す る新 しいものが競争に代 って
出現 したのである,と 云 うのである。 「それは競争を阻害 し或いは破壊 した
ところの集中 と同じ過程に よって生みだされたのである。 しか しこれは市場
の同 じ側面にではな く反対の側に,競 争者の間にではな く顧客 と売手 との間
に生 まれたのである。 この競争に代わる新 しいものを,平 衡力 と呼ぶ ことに
しよう」。 とそ うして更に言葉をつづけて,
「私が ここで提起 している主張は驚 くべ きものである。それは こうい うこ
とである。即 ち少 くともアダム ・ス ミス時代か ら経済活動の自動的調節をす
るもの として,ま た国家を除いては唯一の有効な調節作用をす るもの と考え
られていた競争にとって代 るものが生まれたとい うことである。
すなわち売手が少数である典型的な近代的市場においては積極的な抑制は競
争者に よってではな く,市場の他の側か ら強い買手によって行なわれ るので
ある。 競争抑制 の協定が あった として も,そ れは売手側 の受身のもので あ
る。」そ こで教授は消費者主権の経済社会に この平衡力がいかに働いている
かに対 して,次 の如き実例をあげている。
「平衡力の発達には,団 結その他の方法によって組織 されるために,最 小
限度の機会 と能力 とが必要である。 も しも大 きな小売業者の購買組織が現
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在,消 費者の利益のために,そ の代理者 として行使 している平衡力を組織す
る必要に直面 したであろ う。これは大変な仕事であるが,し か し,これ らの
国においては チ ェイ ン・ス トアの代 りに 消費者の協同組合が 消費財 の市場
における平衡力の有力な行使者 となっているのである。アメ リカにも多分同
じような組織ができていたとして も不思議はない。 しか しアメリカに重要な
消費老の協同組合がない理由は,ア メリカ人が この ような組織を作 る特別な
才能に欠けているとい うことではな く,チ ェイソ ・ス トアが第一に平衡力の
利益を先に 占めて しまったとい うことに より説明される。」教授はまた労働
組合,農 業団体協同組合などは独 占産業に対す る平衡力の例であるとのべ,
独 占の私的な経済力を抑制するものは,今 では競争 よりもむ しろ平衡力であ
り,政府は この平衡力を消極的,積 極的に助成 してきたし,ま た助成すべき
である。さらにこの平衡力の強化は経済の自動調整作用を強化す る。
か くの如 く教授は平衡力の手段を通 じて経営老の独裁は,消 費者のチ ェッ
クによってバランスされ,組 織化 された諸勢力によ り相互牽制的調和の途を
辿 りは じめて,近 代化 された資本主義は無限に繁栄す るものであ り,これが
アメリカの資本主義であると述べているのである。
(ii)依存効果の理論 さらにガルブレイス教授は消費者主権の経済社会
を理論的 うらずけす るものは 「平衡力の理論」 よ りも,さ きに述べた 「依存
効果」(DependenceEffect)の理論の方が一一層有力 である とされ るのであ
る。 この理論は,彼 の名著 『ゆたかな社会』の中心をなす もので,こ の著書
は教授が1955年の夏か ら2年間の年月をかけて書いたもので,ア メリカで も
理論的 な著書 としては 珍 しくベス トセラーになった もので あるといわれて
いる。 この著書の目的は,昔 の貧 しい社会は貧困と不平等 と生活上の不安 と
い う三つの災悪に悩 まされた。今のアメ リカの現実は こうした貧 しい社会 と
はおよそかけはなれた 「ゆたかな社会」である。 ところが経済に関す る今の
考え方は相変 らず昔の貧 しい時代にでき上った経済学の古い観念に立脚 して
いる。現実と観念とのこの遊離を暴露 し,既成観念によってはとらえること
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のできなか ったゆたかな社会の諸問題をえ ぐりだ し,解決のための正 しい方
くり
向を示唆することが本書における著者の意図である。
教授は この古い考え方を 「通念」(ConventionalWisdom)と呼 ん で い
る。教授が従来の経済学で一番間違っている通念は生産優位の観念であると
い うのである。すなわち生産をふやす こと,生産性をあげ ること,そ のため
に投資す ること,投 資効率を高めること,有 効需要をふやす こと等 々,す べ
て生産中心である。生産中心 とい うことは生産が美徳であって,た たえ られ
るべきことが らであると考え られている。それゆえに倹約は美徳であると教
え られ る。生産の減退は不況であ り,所得が失われ,失 業をもた らす。 した
が って何 ものをもつ くりださない活動は 「不生産的」であ り,「不生産」は
「不健全」に通ずる。 このような通念は消費をつつ しむ ことを美徳 とするわ
けである。「もったいない」 とい う観念に これが結晶 しているといってよい。
しかるに技術の進歩は,す べての生産を大量生犀化する可能性 を開いた。
大量生産は,す べての生産物の生産費を大幅に低減 し,今 まで どうして も購
入のできなか ったぜいた く品で も,新 製品で も,こ れを 日用品化せずにはお
くの
か な い。従 って消費者 はね らわれ て きた。教授 は この点につ いて教授の新説
「依存効果」 の理論で もって説 明 しよ うとす るのであ る。
す なわ ち 「貧 しい社会 では,欲 望 は 自立的に決定 された もの,つ ま り,他
人 は どうでろ うと自分は これが欲 しいのだ,と い う種 類 の も のであ ったの
に,ゆ たか な社会では,宣 伝や広告に よって合成 され た欲望 と見栄に よる欲
望が 中心 にな る。合成 とは人為 的につ くるとい う意 味 で あ る 。 生産者 は広
告,宣 伝 に よって欲望 をで っちあげ,ま た生産増大 の対 応物 であ ると ころの
消費 の増 大は,見 栄を通 じて欲望 を創造す る。 こ うした意味 で生産過程 自体
に よって欲望が造 出 され る。生産 とは本来は欲望 を充足す るための ものであ
るのに,今 や欲望が 生産 に依存す る よ うにな ってい る。 これ を教授は 『依存
(1)鈴木哲太郎訳 『ゆたかな社会」訳著あとがきP・333,参照。
(2)野田信夫著 「現代資本主義 と経営」ダイヤモンド社刊,1962年,p・28～30・
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効果』(DependenceEffect)と名づ ける。依 存 効 果 の存在は,生 産が何 よ
り緊要であるとす る通念に対す る致命的な打撃である。なぜ なら,欲望の充
足が生産の 目的であるのに,そ の欲望が生産に依存す るな らば,生 産を正当
化す るのは生産 自体であるとい うことにな り,循環論法になってしま うか ら
である。そ してまた,宣 伝によって自動車の後尾のひれ とい うよ うな無用の
長物がもてはや された り,お隣 りがテレビを二つもっているか ら自分 も余計
なテレビをもう一つ買 うとい うように,余 分の物が社会の生産の増加の内容
となってい る以上,社 会の生産物の限界効用,あ るいは限界的な緊要性はゼ
くリ
ロに近 い とみ られ る。」
以上がガル ブレイス教授は 「ゆたかな社会」を 「依存効果」の理論をもっ
て説明し,そ の結果,ま す ます消費者主権の経済社会が発展するものである
ととくのである。
われわれは以上二人のアメリカにおける代表的経済学者に よる学説によ・〉
て消費者主権の経済社会こそ今後の民主主義国家の在 り方であることを知っ
たのであるが,わ れわれはわれわれの立場か ら節をあ らためて民主主義国家
における消費者主権の確立 と経営者の在 り方について述べてみよ う。
3.経 営 者 の 社 会 的 責 任
新資本主義のモ ラルとして,人 格の尊厳 と個人の自由とがあり,政 治にあ
っては選挙の 自由が保証されてい るのとうらは らの関係で,経 済においては
く　　
消費者が購買に対 し選択の自由,つ まり消費者主権が確立された。消費者の
(1)鈴木哲太郎訳 『ゆたかな社会」訳者あとが きP・334～335は「依存効果」の大
意をつかむに大変便利であるので,こ の文を引用することにした。
(2)消費者主権の経済と反対の立場にあるものは,消費者選択を無視した 「計画経
済」で,こ の経済の もとでは経済面で消費者が自由選択を行なっては経済発展に
有害であるとするもので,こ の経済のもとには個人が相互に個人の尊厳を認めて
いない。人間には本質的に差別があるという見方で,強 い者と弱い者との間にお
ける支配,被支配が存在する経済である。戦時経済,共 産主義経済がその例であ
る。
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購買力をさそお うとす る競争は,経 営者の創造意欲をしげ きし,商 品のたえ
まない進歩を うながす。 これが因とな り果 となって,技 術革新が無限につづ
くのである。資本主義経済の新 しい生命力は こうした と ころか ら生みだ さ
れ,ア メリカの今 日の繁栄が もた らされた。アメリカ最大の会社ゼネラル ・
エ レク トリック社(株 主数358,000人,従業員281,000人)の社長 コーデ ィ
ナー氏が,「 販売がなければ企業 としての仕事はない」 「ゼネラル ・エ レク
トリック社はお客中心の会社である」 といっているのは,消 費者主権の確立
と経営者の役割を率直に表明 したものといえよう。
さきに述べた経済同友会の経済方策特別委員会が発表 した 「経営者の社会
的責任の 自覚と実践」の中に,「 わが国に も消費者主権を確立 しなければな
らない」として次の如 くのべてい る。
「わが国の現状をみ るに,国 家権力に支え られた生産の近代化と消費の後
進性 とが併存す る形での生産者優先の経済が,経 済民主化 と敗戦経済克服の
結果,漸 く消費 も近代化のきざしを示 し,消 費者主権に よって経済が発展 し
得 る現代的資本主義の経済体質を整えつつあるといえよう。
生産設備の近代化は強力な国家権力があれば必ず し も困難 な ことではな
い。 しか し後進国において近代化 された設備か ら生産 され る製品が消費者市
場をもつ ようにすることは極めて困難 なことである。生産の先進性 と消費の
後進性故に中進国とみ られたわが国は,今 や生産,消 費共に先進性を具備 し
た真の先進国に脱皮 しようとしていることは特筆すべきであるとともに,今
こそ私企業原則の もつ長所を発揮すべきときであることを充分 自覚 しな くて
はならない。
国家が保護助成 した多 くのパイオニア産業が,こ の経済のメカニズムの変
化を見落す ならば,今 後はかえってわが国経済 の 発 展 を阻 害 す るもの とな
る。たとえぽ国鉄の ごときもかってはパイオニア産業であ った。 しか し現在
は消費者主権を認めねぽな らない。方向としては適正報酬を挙げ うる料金に
改訂すべきであると同時に,航 空機,バ ス,ト ラ ックと公正な競争を行 なう
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べ きであって,代 替交通機関に対 しての制限を除去しな くてはな らない。消
費者の選択に よってバランスの とれた各種交通機関が成立 して こそ,単 に交
通機関ばか りでな く,国民経済全般が資本主義的競争の能率をあげることが
出来 る。
又財政投融資に しても,従 来の企業を直接的に助成す る方式は,消 費者主
権 と矛盾するものであるか らこれを改め,治 山治水や道路港湾のような公共
経費や私企業採算にの り難い技術研究の ごとき,国 民経済の基礎条件を改善
す る方向に投下 さるべきであ る。産業構造の決定は財政投融資によるべ きで
な く,消費者に よって行なわれな くてはならない。
● ● ● ● ● ● ● ■ ● ●o● ■ ● ● ● ● ● ● ● ●
しか しこれについても輸出不振による経済成長の停滞を恐れる人があ るか
も知れない。けれ ども歴史的にみて国家の助成では真の競争力は強化されな
い。また国民経済か らみた輸出適格産業を選択出来ない。消費者需要,海 外
需要を開拓する企業努力は,海 外を含めての消費老の選択に よる冷酷な判断
があってこそ創造力を発揮する。結局拡大 した国内消費購買力はマスプロ方
式,プ ロセス方式採用を可能にす る基盤で もある。国内消費老が輸入を希望
す る製品の輸出を計ろうとしても無理であ り,国 内の安定 した需要の上積み
としての海外需要であ ってこそ,そ の供給企業は従来の世界的限界企業の地
位 を克服 し,安 定 した輸出を計 り得る。」
そ こで経営者が消費者主権の経済を充分に認識し,そ の経済社会において
自Oの 役割を充分果たすためには,そ の社会的責任の 自覚 とこれの実践が必
要である。そのためには消費者主権の厳存す る組織化された資本主義をどの
ように して築 きあげ るかである。このてがか りは何か。経済同友会のさきの
決議では当面二つのことを提案 している。第一一は権力の集中に よる強者の権
力支配を排除 し経済諸力が公正な関係を維持できるようにす ること,す なわ
ちさきにのべたガルブレィス教授のい う社会平衡力(CountervailingPower)
を形成す ることであ り,第二は この社会平衡力を前提とした資本主義的競争
のル ール,公 正競争ルールを確立す ることで,こ れ こそ 日本経済が当面実行
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しなけれぽならない体質改善の 目標で もあるとしてこの二者につき次の如 く
めべている。
「(1)_社会平衡力の形成
経済の体質改善には,第 一に企業,労 働組合,政 府等の主要な経済勢力椙
互の間に,支 配,被 支配が なく,良識をもって自分の本分を守 りなが ら,相
互牽制 しつつ経済全体の調和を図る態勢が必要である。この態 勢 が な けれ
ば,一 面には好 ましか らざる独 占者の出現を許 し,他面では 自力による発展
意欲を阻害することにな り,近代部門の牽差を ます ます 拡 大 する結果を招
く。
よって今後のわが国経済の安定的発展を図るためには,良 識を もって相互
牽制的調和(チ ェック ・アンド・バランス)の 原則に基 き,い わゆる社会平
衡力を形成 しなければならず,わ れわれは卒先 この態勢整備に努力すること
が肝要である。
(2)公正ル 一ー・一ルの確立
日本経済に異質性をもた らした原因の1つ は,公 正競争の履行が不十分で
あったとい うところにあ る。い うまで もな く,公正競争 とは消費者購買力を
掴 もうとするための,新 技術による市 場 開 拓 の 競 争一 技術競争一 であ
り,生産性向上か ら利潤を求めようとす る正 しい形の競争であ る。
そこでは生産性が勝敗を決す る最後の鍵であ り,後進部門 も量的には別 と
して,質 的には近代部門 と同等の ものとな らねぽ,生 存 の余地がな くなるの
である。公正競争 とは本来そのような性格をもつ ものに外ならない。 したが
ってこれを実行することは,経 済の異質性を改善す る有力な決め手 とい うこ
とができよう。のみならず生産性向上に よる利益は,価 格を引き下げること
に よって,消費者の実質購買力を増大させ,また国際競争力を増進 し,あるい
はインフ レを起すことな く労働者の賃金を増額することによって,生 活水準
の向上 と市場の拡大を もた らす。更にそれは,配 当増額の源泉 ともなるし,
社会に留保 されて資本構成の安定 も実現 し,よ り高い発展の資金源 となる。
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また公正競争ル ールが確立され ることは,機 会均等によって経済の動きの停
滞を防 ぐことになり,資源,資 本,労 働の生産諸要素が,最 も有効に働 くこ
とが期待 される。この ように して,企 業は既存市場で争 うことはもちろん,
試験研究,新 製品,市 場開拓 といった創造的機能を発揮 して,経 済発展のプ
ロモ ーターの役割を果たす方向に進み,中 小企業は,本 来それに適 した分野
を担当することとなって,そ れぞれ 自由企業の創意による発展に努め ること
ができるのである。
以上の如 くして,公 正競争はわが国経済の体質改善,ひ いては経済発展に
欠 くべか らざる条件であるといえるが,同 時にそれは資本主義経済の基本的
特徴であ る個人の経済における自由とも密接 な関係にあるので,こ れが実現
に努力すべきであ る。このためわれわれは独占価格,過 当競争あ るいは中小
企業に対する不当な買叩きなど行なわない よう自ら戒めなくてはならない。」
そこでわれわれは本論文の最後に到達 した。それは経営者の社会的責任 と
は何かとい うことである。そ もそも企業は今 日一つの社会制度であ り,従 っ
てこれを維持 し,発 展させることは,経 営者の第1の 社会的責任であること
を自覚せねばならない。それが実践の方途は企業経営の近代化をはかること
であ り,その手段 として経済同友会の決議は
(1)技術革新 と市場開拓を中心 とする企業所得の増大
(2)企業所得の公正な分配
(3)後継経営者の養成
の三つをあげている。そ してその必要性を次の如 くのべ ている。
「す なわち消費者主権を尊重 し,公 正競争ルールに したがって,生 産性向
上競争か ら公正な利潤を求めるとともに,良 識を基礎 として社会平衡力がま
す ます健全に育成できるよう仕向けるべ く,生産の成果を公正に分配す るよ
う決定を行なわなけれぽな らない。 さらに,企 業 も経済 も無限に発展すべ き
であ るか ら,後 継経営者を養成することは,今 後の生産性の向上 とその成果
を公正に分配す る者を育てる意味で,経 営者の重要な社会的責任であ る。」
一92一 商 学 討 究 第13巻第3号
と。 まこ とに至言であ る。
そこでわれわれはこの3点 に対する同友会の主張を聞 くことにしよう。す
なわち
(1)技術革新と市場開拓を中心 とす る企業所得の増大
公正競争ルールの もとで,公 正な利潤を挙 ぐべ き努力は,資 本主義的経済
発展の原動力であるとともに,企 業経営の最高の 目標である。
この利潤は,他 人の不当な損失,犠 牲の上に求め られるものであってはな
らない(か か る利潤を振替利潤 とい う)。経営者の創造的機能に よる経済諸
要素の新結合,す なわち技術革新 と市場開拓などか ら利潤(か かる利潤を生
産的利潤 とい う)を求めてこそ,資 本主義経済の発展 と永続が もた らされる
(1)
のであ る。
この ように して生 まれて くる企業所得は,企 業努力以外のいろいろな要因
の変動か らくる偶然的なもの と異な り,近代経営者に必要な長期的視野をも
つ計画的な投資か ら産みだ された ものである。各企業が計画的に投 資するこ
(2)
とは経済を安定的に成長させることで,他方 この投 資か ら生ず る企業所得は,
偶然的なものでないだけに,計 画的で安定的な分配を行な うことができる。
しか しなが ら,こ のためには,企 業内における近代的経営管理を実施 しな
ければな らぬ。最近漸 くこれが真剣に とりあげ られるようにな り,米国にお
ける経営管理の摂取 も盛んになったが,そ れは もともと米国の企業が今 日に
(1)拙著 『近代経営』中央経済社刊,1961年,p・53・
(2)企業利潤というものにも,二っの種類がある。一つはたんに他人の損失犠牲の
上にもとめられるもので,こ れを 「振替利潤」といっている。たとえば,貨幣価
値の高いさいに借 りた金を,低 くなってか ら返すことによって生じるインフレに
よる債務利潤や,計画的に他人に損失をあたえて利潤をあげる独占利用,または
相場の騰貴による利潤などがこれにあたる。この種の利潤は,経済全体としてみ
れば,ただ価値の移転があるだけで価値総額は増加 しないのである。
この 「振替利潤」にたいするもう一つの利潤は,「生産的利潤」である。これ
は,新技術,新製品,市場開拓にともなう 「危険」に勇敢にいどむことのなかか
ら生 じる利潤であり,新しい価値を創造するものである。 「振替利潤」だけでは
企業の成長は偶然に支配されるにす ぎず,そ こにある経営のほんとうの発展はな
い。企業を発展させる利潤は 「生産的利潤」である。
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到達するまでに半世紀の長きにわた り,粘 り強 く積み重ねてきたものである
ことを看過 してはならない。それ故近代管理の方式が直訳的輸入に より企業
が不消化に終ることのないように,そ の基礎 となるイ ンダス トリアル ・エ ソ
ジニアリングを着実に行ない,企 業の近代化を進めることに意を用いること
が肝要である。同時に消費者選択の 自由を理念 とする経済のもとでは,マ ー
ケヅテ ィングを積極的に採 りいれねぽな らない。
② 企業所得の公正な分配
企業はい うまで もな く資本家,経 営者,労 働者の結合体であ り,これ らの
し
間の人間関係の良否は,企 業の運命を左右す るに足るものがある。そ して良
好な人間関係を保つためには,公 正な分配がその基礎iとなる。もとより一義
的には,上 記の3者 に対する分配分の絶対額そのものを増大す ることはい う
までもな く,したがって分配の源泉である企業所得を増大することが先決で
あるが,こ れを分配するに当っては,あ くまで公正が期せ られねば企業の発
展は期 し難い。われわれが基本 目標の第2に 公正分配を挙げる理由は ここに
ある。
それ故に分配において,賃 金はコス トとしての能率 と関係 し,生計費 とし
て人間性か ら出て くる要求があ り,また購買力 として市場を形成 し,他方社
内留保は内部資金源泉 として,生 産力や危険に対する準備等と関連す るとい
う点を,よ く熟慮 しなければな らぬ。
これを要す るに,企 業が良好な人間関係を動態的に維持 しなが ら,国民経
済を発展させてゆ くためには,経 済合理性の裏付けあるヒューマニズムが,
経営者をは じめ企業全体にみなぎらな くてはならない。 ここに現代資本主義
の理想がある。われわれは 「公正な利潤」は経済合理性の尺度であ り,"公
正 な分配'は ヒューマニズ ムの発露であると信ずる。
(3)後継経営者の養成
企業近代化の要件 として,経 営者は優れた後継経営者を養成するための教
育 と訓練を怠ってはならない。企業は永遠に存在さすべきものであるか ら,
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絶 えずエネルギーを新たにす るために,是 非 ともこれは必要である。また企
業 内で経営者を育成することは,と りも直さず国民経済の指導者の貯水池を
造ることを意味す る。か くて企業内の人材の養成 は,企 業それ自体のための
みな らず,社 会のために も重要意義を持つ もの となる。」
か くして,こ の同友会の決議は,新 資本主義にたいする経営者の社会的責
任 を明 らかに している。これが財界人みずか らの口か らほ とば しりでたもの
で あることは注意すべきことであ り,わが国 もまた新 しい資本主義の黎明期
に きた といわなければな らない。
現代 の経営老は 「真の公共の利益と企業の利益を一致させ」 なければな ら
くの
ぬとして,P・ ドラヅカーはつぎのようにのべている。
「われわれの国家の発展 と繁栄をもた らすあ らゆる事柄が,会 社の発展 と
繁栄に寄与す るように当社の経営は行なわれねばな らない これはアメリ
カで最も成功をおさめた会社の一つ といわれるシーアズ ・ローパ ック社の経
営者の信条である。 『国家の利益になることをシーアズの利益としなければ
な らない』 とい うことは,実 質的には 『事業の利益は国家の利益にもなる』
とい うことと大 きな違いはないかもしれない。だがその精神において,そ の
本質において,ま たその責任の主張において・二つの言葉は全 く異なるもの
で あ るといわねば な らない。」
彼 は さ らに言葉 をつ づけて,つ ぎの よ うに もいってい る。
「今か ら250年前英 国人 デ ・マ ソデ ヴ ィルは,新 しい商業 の時代 の精神 を
『個 人の悪徳 も社会 に とっては善 とな る』 と,す なわ ち,個 人 の利己的 な利
益 追求が しらず しらず の うちに公共 の利益 となってい る,と い う有 名な警句
の うちに指摘 した。彼のい った ことは果た して正 しか っただ ろ うか。 これに
関 しては,ア ダム ・ス ミス以来経済学者が しき りと議論 をか さね てきた。 し
か し,彼 が正 しか ったか,間 違 っていたかの議論は もはや問題 ではない。 い
(1)PeterF.Drucker,ThePracticeofManagement,NewYork,1954.
営 研 究 会 訳 『現 代 の 経 営 』 下 巻,自 由 国 民 社 刊,pp.302～303).
(現代経
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まや社会は,そ のような信念にのっとって,い つまで も前進をつづ けること
1はできない。なぜな ら,道徳的で永続性のある良き社会では,公 共の利益は
必ず個人の善徳に もとついているか らである。あ らゆる指導的集団は,決 し
てデ ・マ ソデヴィルの言葉を承認す ることはできない。む しろ,ど の指導的
集団も,社 会の福祉が自己の利益を決定することを,進 んで要求するようで
なけれぽいけない。 この要求 こそが,指 導者たることの唯一の正当な根拠で
あ る。そ してそれを実現することこそが,指 導者たる者の第一の義務である
といって も過言ではないのである。」
ドラッカ ーのい う 「真の公共の利益を一致させ」 るためには,噺 しい価
値の創造"こ そがなに よりも必要であろ う。そ して この価値 の創造を可能に
しているものは,消 費者主権 と呼ばれる購買力の新 しい変化であ り,消費者
の購買力を とらえようとする新 しい競争がそ こか ら生まれる。 この消費者購
買力にたいする新 しい競争が,新 しい資本主義に新 しい生命力を吹き こんで
～・るのである。＼
新資本主義における経営者の役割は,近 代的管理技術を企業内に導入 ・実
施 することによって新 しい価値 の創造につ くし,公 共の利益をはかることで
ある。
ドラッカーはい う。 「この主張を単に口先だけに終 らせることな く,
何人 も否定 しえぬ厳然たる事実 となす ことは,近 代社会の指導的集団として
の経営者の最 も決定的な責任である。」 と。
新 資本主義経営社会における経営老の役割 もまた この一言につきる。
1962・8・22.増 富 温 泉 に て
